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会計別
項　　　目 予算額 前年度比

一 般 会 計 44億7,000万円 10.3%

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 7億4,377万円 0.0%

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 7,657万円 1.4%

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 6億9,219万円 9.7%

簡易水道事業会計(企業会計） 1億3,616万円 –19.6%

農業集落排水事業会計（企業会計） 1億2,446万円 –5.7%

合　　　計 62億4,313万円 7.5%
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一　　般　　会　　計

村民１人当たりに使われるお金
議会・住民サービスなど 305,978 円 議会費・総務費・公債費・予備費
村民福祉のために 178,341 円 民生費
道路・住宅整備のために 42,050 円 土木費・災害復旧費
産業振興のために 99,201 円 農林水産業費・商工費
環境衛生のために 74,974 円 衛生費
消防活動のために 47,008 円 消防費
教育のために 104,039 円 教育費

合計　851,591円 

村民1人当たりが負担する税金

118,383 円 

各予算額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。
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◆中学校体育館空調設備工事等………………7,000万円
学校施設の避難所としての機能を強化するため、ひらた清風
中学校体育館に空調設備（エアコン）を整備します。

◆自治体オンライン手続きシステム導入業務委託…4,202万円
村が使用している情報システムのうち、住民サービスに直結
する児童手当や子ども、子育て支援、住民基本台帳といった
全20業務を対象に国が取り決めた標準仕様に合わせて移行
する事業です。

◆林業・木材産業等振興施設整備事業補助金…3,106万円
林業の振興、森林の整備を推進するために、村内にある林業
事業体に高性能林業機械を導入する事業です。

◆機構集積協力金交付金………………………2,080万円
地域内の農地を農地バンクに貸し付け、受け手へ農地集積・
集約した結果に応じて協力金が交付され、農地バンクからの
転貸により集約化に取り組む地域に奨励金が交付される事
業です。

◆福島再生加速化交付金福島定住等緊急支援事業…969万円
原発事故により受けた風評被害を払拭するために首都圏を
対象に電子広告での広報や登山ツアーの企画で村のPR事業
です。

◆屋外ゲートボール場改修工事………………660万円
屋外ゲートボール場の経年劣化に伴い、北側の外壁及び扉等
を改修するものです。

◆学校給食費補助事業（学校給食費無償化）…3,115万円
平田村内に住所を有する小中学生の給食費を無償化し、保護
者の負担軽減をするものです。

◆蓬田岳森林公園指定管理業務……………2,400万円
村が一般財団法人平田村産業振興公社を指定し、蓬田岳森林
公園（ジュピアランドひらた）、その他公園緑地の管理運営に
努め、村民や来場者等に憩いと安らぎの場の提供、地域活性
化や産業振興を図る業務です。

◆高校等通学支援事業…………………………1,170万円
子育ての負担感が少しでも軽減できるよう、高校等に通学し
ている子どもがいる世帯に助成を行うものです。

◆赤ちゃん誕生祝金・子育て支援金支給事業…618万円
出生児、小学校及び中学校に入学した児童を本村で３か月以
上養育している保護者にそれぞれ祝い金及び支援金を支給
し、児童の健全育成を図るものです。

◆住宅取得支援事業……………………………465万円
若者の本村への移住及び定住の促進や地域の活性化を図り、
人口減少対策と地方創生の実現を目的とし補助金を交付す
るものです。

◆道路等維持修繕補助金…………………………360万円
村民の生活環境向上のため、村が管理する村道等の維持補修
等に要する経費を行政区に支給し、村民との協働の作業によ
り村道の維持管理を実施するものです。

■心やすらぐ　あんしん快適の平田村　23億6,121万円
介護保険事業 61,300万円 平田村産業振興公社運営補助金 3,700万円
国民健康保険事業 51,744万円 国民健康保険保健事業 2,627万円
石川地方生活環境施設組合負担金 17,749万円 蓬田岳森林公園指定管理委託 2,400万円
須賀川地方広域消防組合負担金 17,287万円 放課後児童クラブ健全育成事業 1,860万円
自立支援給付事業(介護給付) 16,311万円 こども家庭センター設置事業 1,459万円
児童手当支給事業 9,885万円 自立支援医療(更生医療) 1,416万円
後期高齢者医療給付費負担金 8,093万円 高齢者予防接種事業 1,350万円
地域支援事業 5,659万円 消防団運営事業 1,309万円
農業集落排水維持管理 4,338万円 重度障害者医療扶助事業 1,290万円
簡易水道維持管理 4,296万円 母子保健事業 1,252万円など

■心おどる　にぎわい交流の平田村　8億4,048万円
社会資本整備総合交付金事業 10,760万円 中山間地域等直接支払 2,971万円
中学校体育館空調設備設置事業 7,000万円 多面的機能支払交付金事業 2,902万円
中学校スクールバス運行委託 5,596万円 村民テニスコート照明改修（LED化）工事 2,530万円
小学校スクールバス運行委託 5,209万円 道路維持事業 1,900万円
ふくしま森林再生事業委託料 4,230万円 小中学校授業支援事業 1,699万円
地方バス路線維持対策事業 3,928万円 辺地対策事業 1,550万円
学校給食運営事業 3,573万円 スポ－ツ施設整備事業 1,331万円
広葉樹林再生事業委託料 3,500万円 保健生涯学習施設事業 1,154万円
学校給食費補助事業 3,115万円 道の駅ひらた施設管理費（指定管理料を含む） 1,148万円
林業・木材産業成長化促進事業 3,106万円 各種スポーツ大会・ふくしま駅伝、

フィットネスクラブインストラクター 1,011万円など

■心つながる　ふれあい協働の平田村　1億6,919万円
自治体情報システムの標準化・共通化事業 7,989万円 生コン等支給事業 537万円
戸籍総合システム運用管理事業 2,241万円 住民基本台帳ネットワ－ク運用管理事業 450万円
新総合行政システム運用事業 2,202万円 社会保障・税番号システム運用事業 377万円
税務業務電算計算事務委託事業 1,097万円 道路等維持修繕事業 360万円など

令和 7 年度の主な事業　■新規事業　■継続事業
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